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「水際対策強化に係る新たな措置（４）」（令和２年 12月 26 日）に基づき、外務省

及び厚生労働省において確認の都度、指定し公表するとされている国・地域は以下の

とおりです。 

（注）なお、※の国・地域については、当該国・地域内で変異ウイルス感染事例が確認されたわけで

はありませんが、入国前 14 日以内に当該国・地域に滞在歴のある新型コロナウイルス感染者から変異

ウイルスが検出されたことを踏まえ、予防的観点から指定して公表するものです。 

 

 

国・地域 指定日 措置の実施開始日時(日本時間） 

アイルランド、イスラエ

ル、イタリア、オーストラ

リア、オランダ、デンマー

ク、フランス、ベルギー 

令和２年 12月 26 日 令和２年 12月 30 日午前０時 

カナダ（オンタリオ州） 令和２年 12月 27 日 令和２年 12月 31 日午前０時 

スイス、スウェーデン、ス

ペイン、ノルウェー、リヒ

テンシュタイン 

令和２年 12月 28 日 令和３年１月１日午前０時 

アメリカ合衆国（コロラド

州）、カナダ（ケベック州） 

令和２年 12月 30 日 令和３年１月３日午前０時 

アメリカ合衆国（カリフォ

ルニア州）、アラブ首長国

連邦※、ドイツ 

令和２年 12月 31 日 令和３年１月４日午前０時 

アメリカ合衆国（フロリダ

州） 

令和３年１月１日 令和３年１月５日午前０時 

アイスランド、アメリカ合

衆国（ニューヨーク州）、ス

ロバキア、フィンランド 

令和３年１月５日 令和３年１月９日午前０時 

アメリカ合衆国（ジョージ 令和３年１月６日 令和３年１月 10日午前０時 



 

ア州）、ジョージア、ナイジ

ェリア※、ブラジル（サン

パウロ州）、ルクセンブル

ク 

アメリカ合衆国（コネチカ

ット州、テキサス州、ペン

シルベニア州） 

令和３年１月８日 令和３年１月 12日午前０時 

カナダ（ブリティッシュ・

コロンビア州）、ルーマニ

ア 

令和３年１月９日 令和３年１月 13日午前０時 

アメリカ合衆国（ミネソタ

州） 

令和３年１月 11日 令和３年１月 15日午前０時 

アメリカ合衆国（メリーラ

ンド州）、ポルトガル 

令和３年１月 13日 令和３年１月 17日午前０時 

ガーナ※ 令和３年１月 19日 令和３年１月 23日午前０時 

アメリカ合衆国（ユタ州）、

オーストリア、チェコ、ハ

ンガリー 

令和３年１月 20日 令和３年１月 24日午前０時 

中華人民共和国（北京市） 令和３年１月 21日 令和３年１月 25日午前０時 

アメリカ合衆国（ニュージ

ャージー州、バージニア

州）、パレスチナ、ベトナム 

令和３年 1月 26 日 令和３年１月 30日午前０時 

ギリシャ、シンガポール、

セルビア、ヨルダン 

令和３年 1月 27 日 令和３年１月 31日午前０時 

エクアドル、北マケドニ

ア、ポーランド、モザンビ

ーク 

令和３年 1月 29 日 令和３年２月２日午前０時 

アメリカ合衆国（オレゴン

州、サウスカロライナ州、

デラウェア州）、カナダ（ア

ルバータ州）、ブルガリア 

令和３年２月１日 令和３年２月５日午前０時 

コソボ、トルコ 令和３年２月３日 令和３年２月７日午前０時 

韓国、タンザニア※ 令和３年２月５日 令和３年２月９日午前０時 

カタール※ 令和３年２月８日 令和３年２月 12日午前０時 

チリ、マルタ 令和３年２月 10日 令和３年２月 14日午前０時 

アメリカ合衆国（ハワイ

州）、クロアチア、ブラジル

（パライーバ州） 

令和３年２月 12日 令和３年２月 16日午前０時 



 

イラン、エストニア、ブラ

ジル（ゴイアス州）、ラトビ

ア 

令和３年２月 17日 令和３年２月 21日午前０時 

アメリカ合衆国（マサチュ

ーセッツ州、ミシシッピ

州）、イラク、ブラジル（バ

イア州） 

令和３年２月 19日 令和３年２月 23日午前０時 

カンボジア、ジンバブエ、

ニュージーランド、パキス

タン、フィリピン、ブラジ

ル（アクレ州※、アラゴア

ス州、リオデジャネイロ

州） 

令和３年２月 25日 令和３年３月１日午前０時 

コスタリカ、ブラジル（リ

オ・グランデ・ド・ノルテ

州）、リトアニア 

令和３年２月 26日 令和３年３月２日午前０時 

アメリカ合衆国（ネバダ州

※）、スロベニア、ボツワナ 

令和３年３月３日 令和３年３月７日午前０時 

アルゼンチン、チュニジ

ア、ベネズエラ 

令和３年３月５日 令和３年３月９日午前０時 

ウクライナ※、コートジボ

ワール※、ジャマイカ、バ

ングラデシュ 

令和３年３月 10日 令和３年３月 14日午前０時 

アルバニア、コロンビア、

ベラルーシ 

令和３年３月 12日 令和３年３月 16日午前０時 

ケニア※、ネパール※、ロ

シア（ウリヤノフスク州） 

令和３年３月 17日 令和３年３月 21日午前０時 

インドネシア 令和３年３月 19日 令和３年３月 23日午前０時 

インド、ウルグアイ、モル

ドバ 

令和３年３月 24日 令和３年３月 28日午前０時 

ペルー、ボスニア・ヘルツ

ェゴビナ※ 

令和３年４月１日 令和３年４月５日午前０時 

カザフスタン 令和３年４月２日 令和３年４月６日午前０時 

アフガニスタン、ジブチ

※、モロッコ 

令和３年４月７日 令和３年４月 11日午前０時 

アルメニア、キューバ、ス

リナム、タイ 

令和３年４月９日 令和３年４月 13日午前０時 

アンゴラ、ウズベキスタン 令和３年４月 14日 令和３年４月 18日午前０時 



 

※、赤道ギニア、パラグア

イ、ロシア（スヴェルドロ

フスク州、ダゲスタン共和

国） 

シリア※、トリニダート・

トバゴ 

令和３年４月 21日 令和３年４月 25日午前０時 

ボリビア 令和３年４月 23日 令和３年４月 27日午前０時 

ロシア（トィヴァ共和国、

クラスノヤルスク地方） 

令和３年４月 28日 令和３年５月２日午前０時 

マレーシア、フィジー 令和３年４月 30日 令和３年５月４日午前０時 

ウガンダ※、ザンビア、ス

リランカ※、台湾、香港、

モーリタニア、モンゴル、

ラオス、ロシア（サハ共和

国） 

令和３年５月 14日 令和３年５月 18日午前０時 

グアテマラ、ロシア（モス

クワ市）※ 

令和３年５月 21日 令和３年５月 25日午前０時 

ニジェール、メキシコ※ 令和３年５月 27日 令和３年５月 31日午前０時 

ロシア（オニョール州） 令和３年６月２日 令和３年６月６日午前０時 

ドミニカ共和国、マラウイ 令和３年６月９日 令和３年６月 13日午前０時 

  



 

（別添） 

水際対策強化に係る新たな措置（４） 

（抜粋） 

令和２年 12月 26 日 

 

３．検疫の強化 

  国内で変異ウイルスの感染者が確認されたと政府当局が発表している国・地域

（英国及び南アフリカ共和国は除く）（注１）からのすべての入国者及び帰国者

（ビジネス・トラック及びレジデンス・トラックによる入国者及び帰国者を除

く。）について、本年 12 月 30 日から令和３年１月末までの間、出国前 72時間以

内の検査証明を求めるとともに、入国時の検査を実施する。（以下略） 

 

（注１）該当する国・地域は、外務省及び厚生労働省において確認の都度、指定し公表する。12

月 26 日現在、該当する国・地域は以下のとおり。 

   フランス、イタリア、アイルランド、アイスランド、オランダ、デンマーク、ベルギー、オ

ーストラリア、イスラエル 

（注２）本邦への上陸申請日前 14 日以内に注１の国・地域に滞在歴のある入国者及び帰国者を対

象とする。 

（注３）上記３．に基づく措置は、12 月 30 日午前 0時（日本時間）から行うものとする。今後指

定された国・地域については、指定の日の 4日後の日の午前 0時から実施する。 

 

 

 

水際対策強化に係る新たな措置（７） 

（抜粋） 

令和３年 1月 13 日 

 

併せて、「水際対策強化に係る新たな措置（４）」（令和２年 12月 26 日）に基づ

く措置は、令和３年１月末までの間としているが、緊急事態解除宣言が発せられ

るまでの間、措置を維持するものとする。 

 

 

 

 



 

水際対策強化に係る新たな措置（９） 

（抜粋） 

令和３年３月５日 

１ 防疫強化措置の継続・更なる強化 

（１）「水際対策強化に係る新たな措置（５）」（令和３年１月８日）において、緊急

事態解除宣言が発せられるまで実施することとした、全ての入国者に対して出国

前 72時間以内の検査証明の提出を求めるとともに入国時の検査を実施する措置

は、当分の間、継続するものとする。 

 

（２）以下の防疫強化措置を、順次実施していく。 

① 検査証明不所持者については、検疫法に基づき上陸等できないこととし、これ 

により、不所持者の航空機への搭乗を拒否するよう、航空会社に要請する。 


